
（

 様
地域振興局長 印

　 徴税吏員

）

 

 

 

 

 

　　・　　　　　・

（注）１　滞納県税等が完納された場合は、上記財産の差押えを解除します。

　　　２　延滞金及び滞納処分費は、この差押書作成の日までのものです。
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処 分 理 由

備
　
　
考

救　　　　済

１　審査請求について
　　この処分について、不服がある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して３
  か月以内と地方税法第19条の４（審査請求期間の特例）に規定する日又は期限とのうち、いずれか
  早い日又は期限（以下「不服申立期間」といいます。）までに、知事に対して審査請求をすること
  ができます。審査請求書（正副２通）は、当地域振興局を経由して提出することもできます。
　　ただし、不服申立期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過した
  場合は、審査請求をすることができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、不服申立期間やこの処分があった日の翌日から起算して１年を
  経過した後であっても審査請求をすることが認められる場合があります。
２　処分の取消しの訴えについて
　　処分の取消しの訴えについては、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起するこ
  とができません。この処分の取消しの訴えは、この裁決があったことを知った日の翌日から起算し
  て６か月以内（以下「出訴期間」といいます。）に、新潟県を被告として（訴訟において新潟県を
  代表する者は知事となります。）、提起することができます。
　　なお、次のいずれかに該当する場合は、この裁決を経ずに訴訟を提起することができます。（(2)
  及び(3)に該当する場合であっても、地方税法第19条の13（滞納処分に関する出訴期間の特例）に
  おいて準用する同法第19条の４に定める期限を過ぎて処分の取消しの訴えを提起することはできま
  せん。）
　(1) 審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。
　(2) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。
　(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
　　ただし、出訴期間が経過する前に、審査請求に対する裁決のあった日の翌日から起算して１年を
  経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、出訴期間や審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算し
  て１年を経過した後であっても処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。

連　　絡　　先

所　属 氏　　名 電　話

関係者あて発送年月日

差
　
押
　
財
　
産

名称、数量、性質及び所在 備　　　　考

計
〃

〃

〃

〃

〃

円 円 円
円

滞

納

県

税

徴

収

金

円 法律による金額

加算金 加算金

備　　　考督促状
発付日

年　度 期　別 税　　目
納期限

税　　額 延滞金

滞　納　者 住（居）所 氏　　名
又は名称

　

第39号様式の2

差 　　　　 押　　　　   書
（滞納者）

不

動

産

等

、

第

三

債

務

者

が

な

い

無

体

財

産

権

等

用

    　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　下記滞納県税徴収金を徴収するため、下記処分理由により、国税徴収法第４７条第　項

　　　の規定に基づき、下記の財産を差し押えます。
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第40号様式

登 記 嘱 託 書

登記の目的 差 押（参加差押）

原 因 年 月 日 地域振興局差押（参加差押）

権 利 者 新 潟 県

義 務 者

添 付 書 類 登記原因証明情報 嘱託書写し

年 月 日

嘱 託 者 新 潟 県 知 事

新潟県県税条例（平成１８年新潟県条例第１０号）第６条第１項第１号の規定により

委任を受けた者

印地域振興局長

（連絡先 － － 担当： ）

支 局
法務局 御中

出張所

登 録 免 許 税 登録免許税法第５条第１１号の規定により納付しない。

不動産の表示



　
　
　
　
　
　
　
印

連　絡　先

　　　　年　　　月　　　日滞納処分による差押（参加差押）

住 ( 居 ） 所

( 所 在 地 ）

氏 名

( 名 称 ）

登 録 義 務 者

　　　　　上記のとおり登録を嘱託します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　年      月      日

　
　　　　　関東経済産業局長　　　殿

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域振興局長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　徴税吏員

添 付 書 類

　

第41号様式

差押調書(参加差押調書）謄本１通

鉱業権差押（参加差押）登録嘱託書

差押（参加差押）の登録

鉱 業 権 の 表 示

登 録 の 目 的

登 録 番 号

新 潟 県登 録 権 利 者

登録の原因及びその日付

鉱 区 所 在 地
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別 記 第 42号 様 式 削 除



　

　

申　立　者

住(居)所

（　　　　　　） 氏　　名

住(居)所

（　　　　　　） 氏　　名

住(居)所

（　　　　　　） 氏　　名

　

　

　

※
　　上記申立に対し運行を許可 いたします。

いたしません。

印

１　審査請求について
　  この処分について、不服がある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して３か月以内（以下「不服申立期間」といいます。）に、知事に対して審査請求をす
  ることができます。審査請求書（正副２通）は、当地域振興局を経由して提出することもできます。
　　ただし、不服申立期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、不服申立期間やこの処分があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることが認められる場合があります。
２　処分の取消しの訴えについて
　　処分の取消しの訴えについては、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができません。この処分の取消しの訴えは、この裁決があったことを知った日
  の翌日から起算して６か月以内（以下「出訴期間」といいます。）に、新潟県を被告として（訴訟において新潟県を代表する者は知事となります。）、提起することができます。
　　なお、次のいずれかに該当する場合は、この裁決を経ずに訴訟を提起することができます。
　(1) 審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。
　(2) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。
　(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
　　ただし、出訴期間が経過する前に、審査請求に対する裁決のあった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、出訴期間や審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても処分の取消しの訴えを提起することが認められる
  場合があります。

注　運行許可の申立をする場合は、滞納者ならびに利害関係人が連署すること。申立人の（　　　）内には滞納者との関係
   を記載してください。

- 547 -

不許可
理　 由

　　年　　　　月　　　　日

地域振興局長

救　　　　済

と
す
る
理
由

運
行
を
必
要

 滞　納　者  住(居)所 氏　名

車　台　番　号

定置場所在地

差 押 年 月 日 　　　　年　　　　　月　　　　　日

差
　
押
　
自
　
動
　
車

種　　　　　　類 車　　　　　　名

形　　　　式 年　　　　式 登　録　番　号

　下記差押自動車の運行（使用）について国税徴収法第７１条第６項の規定により申
立いたしますので、許可してください。

第43号様式

差押自動車の運行（使用）許可・不許可通知書

　　　　　年　　　月　　　日

地域振興局長 様



　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
印
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閲 覧 の 目 的

第44号様式

電話加入原簿・電話加入権質権簿閲覧申請書

閲 覧 者

（調理要領）　電話加入原簿の閲覧により電話加入権質原簿・差押書綴りを閲覧する必要が生じた場合には、
 　　　　　　備考欄に「質」・「差押」と追記の上、登録期日、登録番号を記載して閲覧申請する。

　　　　　上記電話番号に係る電話加入原簿・電話加入権質原簿の閲覧を申請します。
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年      月      日
　　　　ＮＴＴ　　日本株式会社
　　　　　　　　　　　　支店（営業所）長　　様
　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域振興局長
　

電話番号
電話加入権を有する者

    地域振興局徴税吏員

住所又は所在地 氏名又は名称
備　　　　　考

    県税滞納処分のため



支　店
営業所

様
 

地域振興局長 印

　 徴税吏員
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局　番 電話番号 電話機の設置場所 備　　　考

差

押

財

産

電話加入権原簿閲覧年月日
　　　　 　　年　 　　月　　 　日

(注）　延滞金及び滞納処分費は、この差押通知書作成の日までの
　　　ものです。

連　　　絡　　　先

所　　　属 氏　　　名 電　　　話

電　　　話　　　加　　　入　　　権

計
〃

〃

〃

〃

〃

送　　　付　　　先

第45号様式

差　押　通　知　書

加算金 加算金

円

年　度期　別 税　　目

円 円

登　録　事　項

　　　　　年　　　月　　　日

受付第　　 　　　 号登録済
氏　　名
又は名称

(

電
話
加
入
権
用
）

ＮＴＴ　　日本株式会社     　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　下記滞納県税徴収金を徴収するため、下記の財産を差押えします。

滞
納
者

住(居）所

納期限 税　　額 延滞金

法律による金額

円

備　　　考

滞

納

県

税

徴

収

金

円



（

様
 

地域振興局長 印

　 徴税吏員

）

 

 

 

 

 

（注）１　滞納県税等が完納された場合は、上記財産の差押えを解除します。
　　　２　延滞金及び滞納処分費は、この差押通知書作成の日までのものです。
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差

押

財

産

備
　
　
　
　
　
考

　この差押えは、あなたの債権者が滞納して
いるのでその滞納税金を徴収するために、滞
納者（債権者）の有する上記記載の財産を差
し押えたもので、あなたの財産を差し押える
趣旨ではありません。

救　　　　済

１　審査請求について
　　この処分について、不服がある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して３か月以内
  と地方税法第19条の４（審査請求期間の特例）に規定する日又は期限とのうち、いずれか早い日又は期限（以
  下「不服申立期間」といいます。）までに、知事に対して審査請求をすることができます。審査請求書（正
  副２通）は、当地域振興局を経由して提出することもできます。
　　ただし、不服申立期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、
  審査請求をすることができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、不服申立期間やこの処分があった日の翌日から起算して１年を経過した
  後であっても審査請求をすることが認められる場合があります。
２　処分の取消しの訴えについて
　　処分の取消しの訴えについては、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができ
  ません。この処分の取消しの訴えは、この裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内（以
  下「出訴期間」といいます。）に、新潟県を被告として（訴訟において新潟県を代表する者は知事となりま
  す。）、提起することができます。
　　なお、次のいずれかに該当する場合は、この裁決を経ずに訴訟を提起することができます。（(2)及び(3)
  に該当する場合であっても、地方税法第19条の13（滞納処分に関する出訴期間の特例）において準用する同
  法第19条の４に定める期限を過ぎて処分の取消しの訴えを提起することはできません。）
　(1) 審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。
　(2) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。
　(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
　　ただし、出訴期間が経過する前に、審査請求に対する裁決のあった日の翌日から起算して１年を経過した
  場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、出訴期間や審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年を
  経過した後であっても処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。

連　　絡　　先

所　属 氏　名 電　話

（名称、数量、性質及び所在）

計
〃

〃

〃

〃

〃

法律による金額 円 円 円

円

加算金 加算金
備　　　考

滞

納

県

税

徴

収

金

円

年　度期　別 税　　目 納期限 税　　額 延滞金

滞　納　者 住（居）所 氏　　名

又は名称

　

第45号様式の2

差　押　通　知　書
第
三
債
務
者
等
が
あ
る
無
体
財
産
権
等
用

    　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　下記滞納県税徴収金を徴収するため、下記の財産を差押えします。



様
 

地域振興局長 印

　 徴税吏員
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１　審査請求について
　  この処分について、不服がある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して３か月以内（以下「不服申立期間」といいます。）に、知事に対して審査請求をすることができま
  す。審査請求書（正副２通）は、当地域振興局を経由して提出することもできます。
　　ただし、不服申立期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、不服申立期間やこの処分があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることが認められる場合があります。
２　処分の取消しの訴えについて
　　処分の取消しの訴えについては、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができません。この処分の取消しの訴えは、この裁決があったことを知った日の翌日から起算
  して６か月以内（以下「出訴期間」といいます。）に、新潟県を被告として（訴訟において新潟県を代表する者は知事となります。）、提起することができます。
　　なお、次のいずれかに該当する場合は、この裁決を経ずに訴訟を提起することができます。
　(1) 審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。
　(2) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。
　(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
　　ただし、出訴期間が経過する前に、審査請求に対する裁決のあった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、出訴期間や審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。

（注）　延滞金及び滞納処分費は、この請求書作成の日までの
　　　仮算定額です。

連　　　　絡　　　　先

所　　　　属 氏　　　　名 電　　　話

る
持
分
の
種
類
及
び
口
数
等

払
戻
し
（

譲
受
け
）

を
請
求
す 差　　押　　年　　月　　日 　　　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

処分理由

救　　　済

円　

持分の払戻し（譲受け）請求の予告をした年月日 　　　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

滞納県税徴収金の総計

〃

〃

〃

〃

法律による金額 円 円 円

円

加算金 加算金
備　　　考

滞

納

県

税

徴

収

金

円

年　度期　別 税　　目 納期限 税　　額 延滞金

　　　持分の払戻し（譲受け）を請求します。

滞　納　者
（組合員等）

住（居）所 氏　　名

又は名称

　

第46号様式

組合員等の持分の払戻等請求書
組合等の名称
代　表　者    　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　国税徴収法第７４条第１項の規定に基づき、下記処分理由により、さきに差押えた下記滞納者の



様
 

地域振興局長 印

　 徴税吏員
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救　　　済

１　審査請求について
　　この処分について、不服がある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して３か月以内と地方税法第19条の４（審査請求期間の特例）に規定する日又は期限とのうち、いずれか早
  い日又は期限（以下「不服申立期間」といいます。）までに、知事に対して審査請求をすることができます。審査請求書（正副２通）は、当地域振興局を経由して提出することもできます。
　　ただし、不服申立期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、不服申立期間やこの処分があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることが認められる場合があります。
２　処分の取消しの訴えについて
　　処分の取消しの訴えについては、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができません。この処分の取消しの訴えは、この裁決があったことを知った日の翌日から起算して
  ６か月以内（以下「出訴期間」といいます。）に、新潟県を被告として（訴訟において新潟県を代表する者は知事となります。）、提起することができます。
　　なお、次のいずれかに該当する場合は、この裁決を経ずに訴訟を提起することができます。（(2)及び(3)に該当する場合であっても、地方税法第19条の13（滞納処分に関する出訴期間の特例）にお
  いて準用する同法第19条の４に定める期限を過ぎて処分の取消しの訴えを提起することはできません。）
　(1) 審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。
　(2) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。
　(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
　　ただし、出訴期間が経過する前に、審査請求に対する裁決のあった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、出訴期間や審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。

（注）　延滞金及び滞納処分費は、この通知書作成の日までの
　　　仮算定額です。

連　　　　絡　　　　先

所　　　　属 氏　　　　名 電　　　話

円　

る
持
分
の
種
類
及
び
口
数
等

払
戻
し
（

譲
受
け
）

を
請
求
す

差　　押　　年　　月　　日 　　　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

滞納県税徴収金の総計

〃

〃

〃

〃

法律による金額 円 円 円

円

加算金 加算金
備　　　考

滞

納

県

税

徴

収

金

円

年　度期　別 税　　目 納期限 税　　額 延滞金

　　　請求をすることを予告します。

滞　納　者
（組合員等）

住（居）所 氏　　名

又は名称

　

第47号様式

組合員等の持分の払戻等請求の予告通知書
組合等の名称
代　表　者   　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　国税徴収法第７４条第２項の規定により、さきに差押えた下記滞納者の持分の払戻し（譲受け）の



（

 様
地域振興局長 印

　 徴税吏員

）
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第48号様式

滞   納   者
第三債務者
権 利 者 等

差　押　解　除　通　知　書

    　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第80条第1項
下記のとおり差押を解除したので、国税徴収法第80条第2項の規定により通知します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第  8 1  条

滞　納　者 住（居）所

数　　　　量名称、性質及び所在

氏　　名

電

話

加

入

権

以

外

用

差　　押　　年　　月　　日 　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日

又は名称

　※　決議書のみ

連　　　絡　　　先

備
　
　
　
考

所　　　属 担　　当　　者 電　　　話

※

差
　
押
　
を
　
解
　
除
　
す
　
る
　
財
　
産



 様
地域振興局長 印

　 徴税吏員
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・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

局　　　　　　　　　　番 電話機の設置場所
電話局の差押通知書の受付

年　　　月　　　日 番　　　　　号

電　　　話

備
　
　
　
考

所　　　属 担　　当　　者 電　　　話
　　　年　　　月　　　日　受付第　　　　号

登
録
事
項

差
押
を
解
除
す
る
財
産

電　　　　話　　　　加　　　　入　　　　権

電　　話　　番　　号　

又は名称

    　　　　年　　　　月　　　　日

　
　　下記のとおり差押を解除したので、国税徴収法第80条第1項の規定により通知します。

滞　納　者 住（居）所 氏　　名

電話加入権　差　押　解　除　通　知　書

第49号様式

送　　　付　　　先

電話局



 様
地域振興局長 印

　 徴税吏員

　　　　

第50号様式

差 押 物 件 還 付 通 知 書

    　　　　年　　　　月　　　　日

財産の引
渡しを受
け る 者

住(居）所

　県税滞納処分により差押えた下記の物件は　　　　　　　　　　　　　　　　により還付します。

住(居）所

氏名又は名称

滞　納　者
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　　　　　　　号から　　　　　号まで

　　　　　　　号から　　　　　号まで

 ・　　　・

数　　　　　　量

 ・　　　・

 ・　　　・

※決議書のみ

 ・　　　・

※

                                       受       領       書

　県税滞納処分により差押えを受けた上記物件を受領しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　　　　地域振興局長
　　　　徴 税 吏 員　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     住（居）所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受領者　　 氏      名

　　　　　　　号から　　　　　号まで

　　　　　　　号から　　　　　号まで

　　　　　　　号から　　　　　号まで

 ・　　　・

 ・　　　・

　　　　　　　号から　　　　　号まで

　　　　　　　号から　　　　　号まで ・　　　・

　　　　　　　号から　　　　　号まで

 ・　　　・

保 管 の 表 示

　　　　　　　号から　　　　　号まで

 ・　　　・

還
　
　
　
付
　
　
　
物
　
　
　
件

氏名又は名称

搬出年月日 名称、性質、その他



 殿
地域振興局長 印

　 徴税吏員

年　　　　　　　月　　　　　　　　日

　　　　　　　　　　年　　　　　　　　　　　月　　　　　　　　　　　日
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滞
納
者

保
　
管
　
解
　
除
　
理
　
由

保管解除年月日

第51号様式

　
　　下記のとおり、あなたが保管中の差押財産の保管を解除します。

　差 押 財 産 保 管 解 除 書

備
　
　
　
　
　
考

(保 管 者）
    　　　　年　　　　月　　　　日

差 押 年 月 日

保
　
管
　
解
　
除
　
財
　
産

住　(居）　所

氏　　　　　名
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第52号様式

登 記 嘱 託 書

登 記 の 目 的 差押（参加差押）登記抹消

原 因 年 月 日解除

抹消すべき登記 年 月 日受付第 号

権 利 者

義 務 者 新 潟 県

添 付 書 類 差押（参加差押）解除通知書謄本 嘱託書写し

年 月 日

嘱 託 者 新 潟 県 知 事

新潟県県税条例（平成１８年新潟県条例第１０号）第６条第１項第１号の規定により

委任を受けた者

印地域振興局長

（連絡先 － － 担当： ）

支 局
法務局 御中

出張所

登 録 免 許 税 登録免許税法第５条第１１号の規定により納付しない。

不 動 産 の 表 示
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別記第53号様式 削除



印

鉱 業 権

の 表 示

登録の原因及
び そ の 日 付

登 録 の 目 的

登 録 番 号

鉱 区 所 在 地

　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日滞納処分による差押（参加差押）解除

　新　　　潟　　　県

    上記のとおり登録を嘱託します。

             年        月        日

     関東経済産業局長　　　様
　

　　　　　         　　　　　　　　　             地域振興局長
　　　　　　　　　           　　　　              徴 税 吏 員

- 558 -

　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日受付第　　　  号差押（参加差押）登録のまっ消登録

連　絡　先

　

第54号様式

鉱業権差押（参加差押）登録まっ消登録嘱託書

氏　　　　名
（名　　　　称）

添 付 書 類 　差押(参加差押）解除通知書謄本1通

登 録 権 利 者

住　（居）　所
（所　在　地）

登 録 義 務 者
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第55号様式

登 記 嘱 託 書

登 記 の 目 的 抵当権付債権差押登記抹消

原 因 年 月 日解除

抹消すべき登記 年 月 日受付第 号

権 利 者

義 務 者 新 潟 県

添 付 書 類 差押解除通知書謄本 嘱託書写し

年 月 日

嘱 託 者 新 潟 県 知 事

新潟県県税条例（平成１８年新潟県条例第１０号）第６条第１項第１号の規定により

委任を受けた者

印地域振興局長

（連絡先 － － 担当： ）

支 局
法務局 御中

出張所

登 録 免 許 税 登録免許税法第５条第１１号の規定により納付しない。

不 動 産 の 表 示
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別記第56号様式 削除



 様
地域振興局 印

　 徴税吏員

 

 

 

 

様

　

第57号様式

差押財産
自 動 車

占有調書（謄本）建設機械

  　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　国税徴収法第７１条第３項の規定により、下記のとおり占有します。

滞　納　者 住（居）所 氏　　名
又は名称

財産を占有
する第三者

住（居）所
氏　　名
又は名称

占
　
有
　
財
　
産

名　　称　　等 所在（保管場所） 封印等の表示箇所

差　　押　　年　　月　　日 年　　　　　月　　　　　日

　差押財産占有調書謄本を受領しました。 救　　　　済

    　　年　　月　　日
１　審査請求について
　  この処分について、不服がある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算
  して３か月以内（以下「不服申立期間」といいます。）に、知事に対して審査請求をするこ
  とができます。審査請求書（正副２通）は、当地域振興局を経由して提出することもできま
  す。
　　ただし、不服申立期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経
  過した場合は、審査請求をすることができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、不服申立期間やこの処分があった日の翌日から起算して
  １年を経過した後であっても審査請求をすることが認められる場合があります。
２　処分の取消しの訴えについて
　　処分の取消しの訴えについては、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起
  することができません。この処分の取消しの訴えは、この裁決があったことを知った日の翌
  日から起算して６か月以内（以下「出訴期間」といいます。）に、新潟県を被告として（訴
  訟において新潟県を代表する者は知事となります。）、提起することができます。
　　なお、次のいずれかに該当する場合は、この裁決を経ずに訴訟を提起することができま
す。
　(1) 審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。
　(2) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があ
    るとき。
　(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
　　ただし、出訴期間が経過する前に、審査請求に対する裁決のあった日の翌日から起算して
  １年を経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、出訴期間や審査請求に対する裁決があった日の翌日から
  起算して１年を経過した後であっても処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合
  があります。

立会人（　　　　　　）

　差押財産占有調書謄本（下記保管者あて）を受領
し
ました。

    　　年　　月　　日

　　　　（　　　　　　　　　）

　上記差押財産占有調書謄本記載の財産の保管を国
税徴収法第71条第5項の規定により命じます。

    　　年　　月　　日

地域振興局
徴 税 吏 員

　上記財産は、通知があるまで無償で保管します。 　この謄本は、原本と相違ないことを証明する。
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    　　年　　月　　日

    　　     年　　  月 　 　日
地域振興局
徴 税 吏 員



 様
地域振興局長

　 徴税吏員

法定納
期限等

 

 

備
　
　
考

- 562 -

〃

氏　　名

円

円

〃

財
産
又
は
事
件
名

交
付
要
求
に
係
る

所　　属

連　　絡　　先

電　　話
(注）　１. 「延滞金」欄の｢要す」の記載は、地方税法定の全延滞金額
　　　　の交付を求めるものである。また（　）内の金額は、便宜、
　　　　この交付要求書作成日までの延滞金額を概算したものである。
　　　 ２. 「滞納処分費」欄に掲げた金額は、この要求書作成日まで
　　　　のものである。

数　　量財　産 の 名　称、性　質 及び 所　在

　　　　　下記の滞納県税徴収金を徴収するため、下記財産について国税徴収法第82条第

　　　　１項の規定により交付要求します。

年度 期別
加算金

    　　　　年　　　　月　　　　日

税　　額

〃

滞

納

県

税

徴

収

金

法律による金額 円

氏　　名

備　　　考
加算金

延滞金

　

第５８号様式

交 付 要 求 書

滞　納　者 住（居）所

税　　目 納期限

又は名称

円 円

〃

執　　行　　機　　関　　名 事件番号又は差押年月日

計
〃

印



 様
地域振興局長

　 徴税吏員

法定納
期限等

 

 

（
滞
納
者
交
付
用

）

    　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　下記のとおり強制換価手続が行われたことから、下記の滞納県税徴収金を徴収するため、下記
　　　財産について国税徴収法第８２条第１項の規定により、交付要求をしましたので、同条第２項の
　　　規定により通知します。

滞　納　者 住（居）所
氏　　名
又は名称

　

第59号様式

交 付 要 求 通 知 書

加算金 加算金
備　　　考

滞

納

県

税

徴

収

金

円

年度 期別 税　　目 納期限 税　　額 延滞金

法律による金額 円 円 円
円

〃

〃

〃

〃

計 〃

財
産
又
は
事
件
名

交
付
要
求
に
係
る

財　産 の 名　称、性　質 及び 所　在 数　　量

執　　行　　機　　関　　名 事件番号又は差押年月日
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救　　　　済 交 付 要 求 年 月 日

１　審査請求について
　  この処分について、不服がある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算
  して３か月以内（以下「不服申立期間」といいます。）に、知事に対して審査請求をするこ
  とができます。審査請求書（正副２通）は、当地域振興局を経由して提出することもできま
  す。
　　ただし、不服申立期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経
  過した場合は、審査請求をすることができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、不服申立期間やこの処分があった日の翌日から起算して
  １年を経過した後であっても審査請求をすることが認められる場合があります。
２　処分の取消しの訴えについて
　　処分の取消しの訴えについては、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起
  することができません。この処分の取消しの訴えは、この裁決があったことを知った日の翌
  日から起算して６か月以内（以下「出訴期間」といいます。）に、新潟県を被告として（訴
  訟において新潟県を代表する者は知事となります。）、提起することができます。
　　なお、次のいずれかに該当する場合は、この裁決を経ずに訴訟を提起することができます。
　(1) 審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。
　(2) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があ
    るとき。
　(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
　　ただし、出訴期間が経過する前に、審査請求に対する裁決のあった日の翌日から起算して
  １年を経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、出訴期間や審査請求に対する裁決があった日の翌日から
  起算して１年を経過した後であっても処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合
  があります。

    　　　年　　　月　　　日

連　　絡　　先

所　　属 氏　　名 電　　話



 様
地域振興局長

　 徴税吏員

法定納
期限等

 

 

（注） １．「延滞金」欄の「要す」の記載は、地方税法所定の全延滞
　 金額の交付を求めるものである。
　　 また、（　 ）内の金額は、便宜、この交付要求書作成日
　 までの延滞金を概算したものである。
２．「滞納処分費」欄に掲げた金額は、この要求書作成日まで
　 のものである。
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交 付 要 求 年 月 日

    　　　年　　　月　　　日

連　　絡　　先

所　　属 氏　　名 電　　話

備

考

計
〃

財
産
又
は
事
件
名

交
付
要
求
に
係
る

財　産 の 名　称、性　質 及び 所　在 数　　量

執　　行　　機　　関　　名 事件番号又は差押年月日

〃

〃

〃

円
〃

滞

納

県

税

徴

収

金

円

氏　　名

又は名称

年度 期別 税　　目 納期限 税　　額 延滞金
加算金 加算金

法律による金額 円 円 円

　

第59号様式

交 付 要 求 通 知 書

（
権
利
者
等
交
付
用

）

    　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　下記のとおり強制換価手続が行われたことから、下記の滞納県税徴収金を徴収するため、下記
　　　財産について国税徴収法第８２条第１項の規定により、交付要求をしましたので、同条第３項の
　　　規定により通知します。

滞　納　者 住（居）所

備　　　考



　

 
地域振興局長

　 徴税吏員

法定納
期限等

 

 

備
　
　
考

年度 税　　目 納期限

又は名称

（
電
話
加
入
権
以
外
用
）

加算金

氏　　名

加算金
延滞金

　

参　加　差　押　書

滞　納　者 住（居）所

第60号様式

    　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　下記の滞納県税徴収金を徴収するため、下記財産について、国税徴収法第86条第

　　　　１項の規定により参加差押えをします。

期別 税　　額 備　　　考

滞

納

県

税

徴

収

金

電　　話

円 円

連　　絡　　先

〃

円

円

円

〃

法律による金額

参
加
差
押
財
産

〃

数　　量

〃

計

年　　　月　　　日　

- 564 -

参加差押の対象であ
る財産の差押年月日

差　　 　　押
執行機関名

財産の名称、性質及び所在

所　　属 氏　　名
　　(注） 延滞金及び滞納処分費は、この参加差押書作成の日
　　　　までのものです。
　

印



　

（執行機関）

 様

地域振興局長

　 徴税吏員

 

 

備
　
　
考

※

※　は決議書のみ

第61号様式

- 565 -

数　　量

年　　　　　　月　　　　　　日交　付　要　求　年　月　日

事件番号又は差押年月日

連　   　絡　   　先

担 当 者

財　産 の 名　称、性　質 及び 所　在

氏　　名

　　　　　下記のとおり交付要求を解除します。国税徴収法第84条第２項の規定により通知しま
す。

解
 
除
 
理
 
由

交
付
要
求
の
解
除
に
係
る
財
産
又
は
事
件
名

所　　属

（
執
行
機
関
用
）

    　　　　年　　　　月　　　　日

執　　　行　　　機　　　関　　　名

電　　話

　

交 付 要 求 解 除 通 知 書

滞　納　者 住（居）所

又は名称

印



　

 様

地域振興局長

　 徴  税  吏  員

 

 

備
　
　
考

　

交 付 要 求 解 除 通 知 書

滞　納　者 住（居）所
又は名称

氏　　名

第62号様式

　　　　　下記のとおり交付要求を解除したので、国税徴収法第84条第3項の規定により通知します。

担当者

財産の名称・性質及び所在
交
付
要
求
の
解
除
に
係
る
財
産
又
は
事
件
名

所　　属

連　　絡　　先

電　　話

（
滞
納
者
用
）

    　　　　年　　　　月　　　　日
滞 納 者
権 利 者 等

- 566 -

数　　量

年　　　　　　月　　　　　　日交　付　要　求　年　月　日

事件番号又は差押年月日執　　　行　　　機　　　関　　　名

印



付
　 受 印

　

様

 住(居)所

請求者　

　

第85条第1項 交付要求

第88条第1項 参加差押

円

第63号様式

年　　　月　　　日
交付要求
　　　　　先執行機関名
参加差押

交付要求
　　　　　年月日
参加差押

滞
納
者

の規定により、下記のとおり の解除を請求します。

氏名又は
名　　称

- 567 -

  交 付 要 求

  参 加 差 押

名称・性質及び所在 数　　　　量 価　　　　　　額

滞
納
者
が
所
有
す
る
他
の
財
産

解
除
を
請
求
す
る
理
由

請求者が有する権利の内容 自己の債権の弁済を受けることができない理由

 

住 （ 居 ） 所

氏 名 又 は
名 称

 解　除　請　求　書

    　　　　年　　　　月　　　　日地域振興局長

国税徴収法



（請求者）

 
様

印

　 地域振興局長

 

 

　

第64号様式

交付要求
の解除請求に対する通知書参加差押

　　　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　交付要求
の解除請求については、下記理由により応じられませんので通知します。

　　　　参加差押

滞　納　者 住（居）所 氏　　名

又は名称

交付要求
　年　月　日

交付要求
　の 解 除 請 求 年 月 日

参加差押 参加差押

　　　年　　　　月　　　　日 年　　　　　月　　　　　日

権
利
関
係

滞
納
者
と
の

解
除
請
求
を
拒
否
す
る
理
由

交
付
要
求

（
参
加
差
押

）
の

- 568 -

救　　　　済

備
　
　
　
　
考

１　審査請求について
　  この処分について、不服がある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して
  ３か月以内（以下「不服申立期間」といいます。）に、知事に対して審査請求をすることができ
  ます。審査請求書（正副２通）は、当地域振興局を経由して提出することもできます。
　　ただし、不服申立期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過し
  た場合は、審査請求をすることができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、不服申立期間やこの処分があった日の翌日から起算して１年
  を経過した後であっても審査請求をすることが認められる場合があります。
２　処分の取消しの訴えについて
　　処分の取消しの訴えについては、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起する
  ことができません。この処分の取消しの訴えは、この裁決があったことを知った日の翌日から起
  算して６か月以内（以下「出訴期間」といいます。）に、新潟県を被告として（訴訟において新
  潟県を代表する者は知事となります。）、提起することができます。
　　なお、次のいずれかに該当する場合は、この裁決を経ずに訴訟を提起することができます。
　(1) 審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。
　(2) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があると
    き。
　(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
　　ただし、出訴期間が経過する前に、審査請求に対する裁決のあった日の翌日から起算して１年
  を経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、出訴期間や審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算
  して１年を経過した後であっても処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合がありま
  す。

連　　絡　　先

所　　属 氏　　名 電　　話



 様
地域振興局長

　 徴 税 吏 員

します。

備
　
考

第65号様式

充　　　当　　　通　　　知　　　書

    　　　　年　　　　月　　　　日

　あなたの滞納県税徴収金を徴収するため、国税徴収法第129条第２項の規定により、

交付要求（参加差押）にかかる配当金
を下記のとおり充当しましたから通知

差 し 押 さ え た 金 銭

受 入 金 額 受 入 金 を 充 当 し た 額
　　　　　　　　　　滞納
　　　　　充当後の　　　　金額
　　　　　　　　 　 残余

円 円 円

換 価 し た 執 行 機 関 名 配 当 金 受 入 年 月 日
　 交付要求(参加差押)
                     　年月日
　 金   銭　 差　 押

　　　 　　年　　 月　 　日 　　　　　年　　月　　日

滞
　
納
　
県
　
税
　
徴
　
収
　
金

年度 期別 税      目 本     税 延滞金 加算金 加算金 滞　　納
処 分 費 計

法律による金額 円 円 円

円

合　　　計

加算金 加算金 滞    納
処 分 費 計

法律による金額 円

年度 期別 税     目 本     税 延滞金

　　　注　１　滞納県税徴収金の延滞金及び滞納処分費は、金銭を差し押さえた日又は交付要求（参加差押）を受けた執行機関
　　　　　　が強制換価手続において金銭を受領した日までのものです。
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合　　　計

充

当

し

た

金

額

の

内

訳

救
　
　
済

１　審査請求について
　  この処分について、不服がある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して３か月以内（以下「不服申立期間」といいます。）に、知事に対して審査請求をすることがで
  きます。審査請求書（正副２通）は、当地域振興局を経由して提出することもできます。
　　ただし、不服申立期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、不服申立期間やこの処分があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることが認められる場合があります。
２　処分の取消しの訴えについて
　　処分の取消しの訴えについては、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができません。この処分の取消しの訴えは、この裁決があったことを知った日の翌日から
  起算して６か月以内（以下「出訴期間」といいます。）に、新潟県を被告として（訴訟において新潟県を代表する者は知事となります。）、提起することができます。
　　なお、次のいずれかに該当する場合は、この裁決を経ずに訴訟を提起することができます。
　(1) 審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。
　(2) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。
　(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
　　ただし、出訴期間が経過する前に、審査請求に対する裁決のあった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、出訴期間や審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があり
  ます。

円 円

円



（

 様
地域振興局長

　 徴税吏員

）

 

 

 

 

　

第66号様式

参　加　差　押　通　知　書
電

話

加

入

権

以

外

用

　　　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　下記滞納県税徴収金が、督促状を発した日から起算して10日を経過した日までに完納され

　　　ていないことから、当該滞納県税徴収金を徴収するため、下記の財産について国税徴収法第
　　　８６条第１項の規定により、参加差押えをしましたので、同条第２項の規定により通知しま
　　　す。

滞　納　者 住（居）所 氏　　名
又は名称

年　度 期　別 税　　目
納期限

法定納
期限等

税　　額 延滞金 加算金 加算金 備考督促状
発付日

滞

納

県

税

徴

収

金

円 法律による金額 円 円 円

円

〃

〃

〃

計
〃

氏 名 電 話

名　称　、　性　質　及　び　所　在 数　　量

参

加

差

押

財

産

差　　　　 押
執行機関名

参加差押の対象であ
る財産の差押年月日 　　　年　　　月　　　日

（注）　延滞金及び滞納処分費は、この参加差押通知書作成の日までのものです。
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救　　　　済 参　加　差　押　年　月　日

１　審査請求について
　　この処分について、不服がある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して３か
  月以内と地方税法第19条の４（審査請求期間の特例）に規定する日又は期限とのうち、いずれか早い
  日又は期限（以下「不服申立期間」といいます。）までに、知事に対して審査請求をすることができ
  ます。審査請求書（正副２通）は、当地域振興局を経由して提出することもできます。
　　ただし、不服申立期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過した場
  合は、審査請求をすることができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、不服申立期間やこの処分があった日の翌日から起算して１年を経
  過した後であっても審査請求をすることが認められる場合があります。
２　処分の取消しの訴えについて
　　処分の取消しの訴えについては、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起すること
  ができません。この処分の取消しの訴えは、この裁決があったことを知った日の翌日から起算して６
  か月以内（以下「出訴期間」といいます。）に、新潟県を被告として（訴訟において新潟県を代表す
  る者は知事となります。）、提起することができます。
　　なお、次のいずれかに該当する場合は、この裁決を経ずに訴訟を提起することができます。（(2)
  及び(3)に該当する場合であっても、地方税法第19条の13（滞納処分に関する出訴期間の特例）にお
  いて準用する同法第19条の４に定める期限を過ぎて処分の取消しの訴えを提起することはできませ
ん。）
　(1) 審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。
　(2) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。
　(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
　　ただし、出訴期間が経過する前に、審査請求に対する裁決のあった日の翌日から起算して１年を
  経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、出訴期間や審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算し
  て１年を経過した後であっても処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。

　　　　年　　　月　　　日

連　絡　先

所 属



（

 様
地域振興局長

　 徴税吏員

）

（

）

 

 

 

 

参

加

差

押

財

産

備

考

(注)延滞金及び滞納処分費は、この参加差押通知書作成の日までのものです。

参　加　差　押　年　月　日

　　　　年　　　月　　　日

連　絡　先

〃

差　　　　 押
執行機関名

参加差押の対象であ
る財産の差押年月日

-  570～２ -

所 属 氏 名 電 話

　　　年　　　月　　　日

計

名　称　、　性　質　及　び　所　在 数　　量

〃

〃

滞

納

県

税

徴

収

金

〃

備考

円 法律による金額 円

年　度 期　別 税　　目

円 円

円

法定納
期限等

税　　額督促状
発付日

　

第66号様式

参　加　差　押　通　知　書

　　　下記の滞納県税徴収金を徴収するため、下記の財産について参加差押えをしました。国税徴収法

　　　第８６条第４項の規定により通知します。

滞　納　者 住（居）所

電

話

加

入

権

以

外

用

　　　　　　年　　　　月　　　　日

氏　　名

又は名称

権

利

者

等

交

付

用

納期限
延滞金 加算金 加算金



　

（

 様
地域振興局長 印

　 徴税吏員

）

 

 

（注）　延滞金及び滞納処分費は、この参加差押通知書作成の日までのものです。
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救　　　　済 参　加　差　押　年　月　日

１　審査請求について
　  この処分について、不服がある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算
  して３か月以内（以下「不服申立期間」といいます。）に、知事に対して審査請求をするこ
  とができます。審査請求書（正副２通）は、当地域振興局を経由して提出することもできま
  す。
　　ただし、不服申立期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経
  過した場合は、審査請求をすることができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、不服申立期間やこの処分があった日の翌日から起算して
  １年を経過した後であっても審査請求をすることが認められる場合があります。
２　処分の取消しの訴えについて
　　処分の取消しの訴えについては、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起
  することができません。この処分の取消しの訴えは、この裁決があったことを知った日の翌
  日から起算して６か月以内（以下「出訴期間」といいます。）に、新潟県を被告として（訴
  訟において新潟県を代表する者は知事となります。）、提起することができます。
　　なお、次のいずれかに該当する場合は、この裁決を経ずに訴訟を提起することができます。
　(1) 審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。
　(2) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があ
    るとき。
　(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
　　ただし、出訴期間が経過する前に、審査請求に対する裁決のあった日の翌日から起算して
  １年を経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　　なお、正当な理由があるときは、出訴期間や審査請求に対する裁決があった日の翌日から
  起算して１年を経過した後であっても処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合
  があります。

連　絡　先

所 属 氏 名 電 話

備　　考

執行機関名
参加差押の対象である電
話加入権の差押年月日 　　　　　年　　　月　　　日

参
　
加
　
差
　
押
　
財
　
産

電　　　話　　　加　　　入　　　権

局　番 電話番号 電 話 機 の 設 置 場 所

計
〃

〃

〃

〃

円 円 円
円

滞

納

県

税

徴

収

金

円 法律による金額

加算金 加算金

備　　　考督促状
発付日

年　度 期　別 税　　目
納期限

税　　額 延滞金

　　　　下記滞納県税徴収金が、督促状を発した日から起算して10日を経過した日までに完納され

　　　ていないことから、当該滞納県税徴収金を徴収するため、下記の財産について国税徴収法第

　　　８６条第１項の規定により、参加差押えをしましたので、同条第２項の規定により通知しま

　　　す。

滞　納　者 住（居）所 氏名又は

名　　称

取　扱　電　話　局

第67号様式

参　加　差　押　通　知　書
電

話

加

入

権

用

　　　　　　年　　　　月　　　　日



　

 様

　

 

 

備
　
　
考

※
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数　　量

年　　　　　　月　　　　　　日参　加　差　押　年　月　日

※　は決議書のみ

氏　　名

財産の名称、性質及び所在

解
除
理
由

参
加
差
押
を
解
除
す
る
財
産

（
電
話
加
入
権
以
外
用
）

    　　　　年　　　　月　　　　日

　下記のとおり参加差押を解除したので、国税徴収法第 88 条第 １ 項の規定により通知します。

執 行 機 関
滞 納 者
権 利 者 等

地 域 振 興 局 長
徴 税 吏 員

所　　属

連　　絡　　先

電　　話

差　　押　　執　　行　　機　　関　　名

　

参 加 差 押 解 除 通 知 書

滞　納　者 住（居）所
又は名称

氏　　名

第68号様式

印



 様

　

年　　月　　日

備
　
　
考

　　参加差押抹消登録済

- 573 -

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

担当者登
録
事
項

所　　属

参 加 差 押 解 除 通 知 書

滞　納　者 住（居）所

又は名称

氏　　名

第６９号様式

地 域 振 興 局 長

連　　絡　　先

電　　話

差　　押　　執　　行　　機　　関　　名

年　　　月　　　日受付第　　　号

（
電
話
加
入
権
用
）

    　　　　年　　　　月　　　　日

　　　下記のとおり参加差押えを解除したので、国税徴収法第 88 条第 ３ 項の規定

　　により通知します。

徴 税 吏 員

送　　付　　先

電話局

電　　　　話　　　　加　　　　入　　　　権

電話局の参加差押通知書の受付
局     番 電   話   番   号 電話機の設置場所

参
加
差
押
を
解
除
す
る
財
産

番　　　　号

印



　

    　　　

 殿

　

 

備
　
　
考

- 574 -

　

参 加 差 押 財 産 引 渡 通 知 書

滞　納　者

第70号様式

徴 税 吏 員

地 域 振 興 局 長

（執行機関）

　　　下記のとおり、参加差押にかかる財産を国税徴収法第 ８７ 条第 ２ 項の規定

　　により引き渡しますから通知します。

差 押 年 月 日

住 （ 居 ） 所

氏 名 又 は 名 称

　年　　　　　　月　　　　　　日    

参加差押をした執行機関名

名　称、性　質 及び 所　在 数　　　量

引
　
渡
　
し
　
を
　
す
　
る
　
財
　
産

保

管

者

住 （ 居 ） 所

氏名又は名称

引 渡 場 所

引 渡 方 法

・　  　　・

・　  　　・

・　  　　・

・　  　　・

・　  　　・

・　　  　・

・　　  　・

印



　

 殿

　

 

備
　
　
考

（注）　この依頼書は、引渡通知書に添付する。

- 575 -

引 渡 場 所

引 渡 方 法

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　  　　・

・　  　　・

・　　  　・

参加差押をした執行機関名

名　称、性　質 及び 所　在 数　　　量

引
 

渡
 
し
 
を
 

す
 
る
 

財
 

産

保

管

者

住 （ 居 ） 所

氏名又は名称

    　　　　年　　　　月　　　　日
（保  管  者）

　　　 下記のとおり、あなたが保管中の差押財産を参加差押えした執行機関に引

     き渡してください。

　     国税徴収法施行令第 ３９ 条第 ２ 項の規定により通知します。

地域振興局長

徴 税 吏 員

差 押 年 月 日

住 （ 居 ） 所

氏 名 又 は 名 称

　

 差 押 財 産 引 渡 依 頼 書

滞　納　者

第71号様式

印



　

 様

　

 

 

備
　
　
考
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参 加 差 押 財 産 引 受 通 知 書

滞　納　者 住（居）所

又は名称

氏　　名

第72号様式

数　　量名称、性質、所在　その他

引
渡
し
を
受
け
た
財
産

参加差押年月日 　　　年　　　　月　　　　日
差 押 え を し て い た
行　 政　 機 　関　 等

    　　　　年　　　　月　　　　日
（執行機関）

　　　　下記のとおり参加差押財産を国税徴収法第 ８７ 条第 ２ 項の規定により引

　　　渡しを受けましたから通知します。

地 域 振 興 局
徴 税 吏 員 印
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